
衆議院予算委員会ニュース 

平成 25.4.8 第 183 回国会第 20 号 

 

4 月 8日（月）、第 20回の委員会が開かれました。 

 

１ 平成 25年度一般会計予算 

  平成 25年度特別会計予算 

  平成 25年度政府関係機関予算 

・麻生財務大臣、新藤総務大臣、下村文部科学大臣、田村厚生労働大臣、林農林水産大臣、茂木経済産業大臣、小野

寺防衛大臣、甘利国務大臣（経済再生担当）、稲田国務大臣（行政改革担当）、山口財務副大臣、梶山国土交通副大

臣、城内外務大臣政務官及び政府参考人に質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

山 井 和 則君（民主） 

・産業競争力会議において解雇の金銭解決制度について議

論がなされているが、安倍政権で同制度を導入する考え

があるのか。 

・規制改革会議雇用ワーキング・グループで解雇の金銭解

決制度について検討する予定があるのか。 

・生活保護基準の見直しの影響を受けて、就学援助の支給

対象から外れる世帯が出てくるのではないか。 

 

奥 野 総一郎君（民主） 

・ＴＰＰにおいて米国が自動車関税を撤廃した際の影響に

ついて試算を出していただきたい。また、前提が変われ

ば農業試算や自動車産業についての試算も新たに出して

いただきたい。 

・民主党政権において閣議決定された行政事業レビュー

と今般新たに安倍政権で閣議決定されたものとの違いは

何か。また、行政事業レビューと各府省庁の行う政策評

価の一本化及び各府省庁に対する勧告権が必要ではない

か。 

・安倍政権は国民への情報公開に後ろ向きではないかと考

えるが、民主党政権で国家戦略室が担っていた予算執行

状況の情報公開に責任を持つ機関はどこなのか。 

 

西 野 弘 一君（維新） 

・文部科学大臣が学習指導要領や教科書検定の決定権限を

持っていることや特定の政治的主張を持つ団体による影

響で、教育制度の政治的中立性が損なわれているのでは

ないか。 

・教育行政においては教育委員会と首長との間で責任主体

が明確になっていないと考えるが、首長による自治体の

教育長の罷免権を導入して首長に責任を一元化すべきで

はないか。 

・防衛計画の中にインフラ整備の重要性を書き込み、国

土交通省の道路事業評価では防災の視点だけではなく国

防強化の視点も考えるべきではないか。 

 

河 野 正 美君（維新） 

・医療費は消費税非課税となっているが、今後も非課税と

する措置を続けていくのか。 

・消費税率引上げによる病院の負担増が地域医療に及ぼす

影響について麻生財務大臣はどう認識しているのか。 

・医療費の消費税非課税による病院の負担については、診

療報酬で対応することになっているが、十分な対応とは

言えないのではないか。 

 

宮 沢 隆 仁君（維新） 

・各府省庁に設置されている審議会や第三者委員会につい

て、政府内で統一された定義は存在するのか伺いたい。 

・インターネット利用が人間の思考や社会に与える影響に

ついて、政府は研究を行っているのか伺いたい。 

・企業における秘密漏洩の問題について、今後、経済産業

省としてどのような対策をとっていくのか伺いたい。 

 

中 丸   啓君（維新） 

・高高度滞空型無人機の運用・維持・整備に係る海外調査

に係る予算として 100 万円が計上されているが、どのよ

うな調査が予定されているのか伺いたい。 

・潜水艦の大型化に伴い、乗員の居住空間は改善されてい

るのか伺いたい。 

・我が国が核保有シミュレーションを行った場合、諸外国

はどのような反応を示すと予測されるか伺いたい。 

 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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青 柳 陽一郎君（みんな） 

・クール・ジャパンの推進にはマーケティング戦略が必要

だと考えるが、今後クール・ジャパンをどのように進め

ていくのか伺いたい。 

・ジャパンエキスポ等のイベントだけではなく、参加する

クリエーターやアーティストに対する支援も重要である

と考えるが、政府の所見を伺いたい。 

・スポーツや武道の海外展開に対する政府の支援の在り方

について、政府の所見を伺いたい。 

 

小 池 政 就君（みんな） 

・石油石炭税が増税されていることと地球温暖化対策との

関連性について伺いたい。 

・独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（ＪＯＧ

ＭＥＣ）が進めるプロジェクトにおいて、原油価格変動

のリスク対策が行われているのか伺いたい。 

・電力システムに関する改革方針において、地域をまたぐ

送電網の運用等を行うとされた広域系統運用機関の権限

について伺いたい。 

 

赤 嶺 政 賢君（共産） 

・沖縄県八重山地区における中学公民教科書採択問題の現

在までの経緯について伺いたい。 

・八重山採択地区内において石垣市及び与那国町と異なる

教科書を使用するとした竹富町教育委員会に対し、文部

科学省が指導を行う法的根拠について伺いたい。 

・教科書無償措置法と教科書の採択に関して文部科学省が

竹富町教育委員会に指導を行ったとされることとの関連

性について伺いたい。 


